
1 

 

 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号 「温対法における SHK 制

度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて 『気候基準』

の定めに従う場合の測定及び開示（案）」に関するコメント提出の件 
 

 

    ２０２６年３月１２日  

 SLSV CES 研究所    

上席研究員 齊藤 明   

 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号「温対法における SHK 制度の定める方

法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及

び開示（案）」（以下「本公開草案」という。）に関するコメントを、2026 年 1 月 22 日 付

け「サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号「温対法における SHK 制度の定め

る方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測

定及び開示（案）」の公表」に定める質問事項ごとに記載する。 

 

なお、以下において「サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」」を、

本公開草案におけると同様に、「『気候基準』」という。 

 

 

I. 質問１に関する意見 

2026 年 1 月 22 日 付「サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号「温対法におけ

る SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の

定めに従う場合の測定及び開示（案）」の公表」に定める、質問 1 は以下のとおりである。 

 

質問 1  

本公開草案での提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替案 

をご記載ください。 

 

意見： 

 

本公開草案の提案に同意しない。 
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同意しない理由： 
 

本公開草案第７項に以下のように規定されている。 

本公開草案第７項 

7「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法にお

ける SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行

う場合、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、「気候基準」第 47

項、第 53 項及び第 54 項に従い、次のように開示しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコ

ープ 2 温室効果ガス排出を測定し開示する。 

(3)  (略) 

 

 

本公開草案第７項に定める「「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部

について、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排

出を用いて測定を行う場合、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、

「気候基準」第 47 項、第 53 項及び第 54 項に従い、（２）温対法における SHK 制度に基

づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出を測定し開示

する。」のは不適切である。 

 

不適切な理由は、温対法における SHK 制度に基づく間接排出は、サステナビリティ開示テ

ーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」（以下「『気候基準』」という）第 47 項により開示が

求められる温室効果ガス排出の「絶対総量」ではないからである。 同様の理由で調整後排

出量の開示も不適切である。 

 

代替案： 

 

代替案については、最後の「５. 結論３ 代替案について」に記載する。 

 

理由の詳細な説明： 

 

上位の同意をしない理由について、詳細に説明するにあたり以下の二つの論点に分けて説

明を行う。 
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論点１ 

気候基準第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における 

SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場

合であっても、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、気候基準第

47 項及び第 54 項に従い開示されるマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出

は、「絶対総量」でなければならないと解釈されるべきである。 

 

 

論点２ 

「温対法における SHK 制度に基づく間接排出（「基礎排出量」のうち、「他人から供給さ

れた電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量）」の測定方

法ではカーボン・クレジットによるオフセットが用いられており、SHK 制度に基づく間

接排出は絶対総量の排出量とはなっていない。 

 

以下では、 

１）論点１において、「気候基準第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部につい

て、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用

いて測定を行う場合であっても、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出は、

「絶対総量」でなければならない」ことを明らかにし、 

 

２）論点２において、「本公開草案第７項においてマーケット基準によるスコープ 2 温室効

果ガス排出として、測定及び開示が求まられている「温対法における SHK 制度に基づく間

接排出」は絶対総量の排出量とはなっていない」ことを明らかにし、 

 

３）それにより、本公開草案第７項（２）に定める「温対法における SHK 制度の定める方

法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場合、温対法における SHK

制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出を測

定し開示する」ことは不適切であることを明らかにする。 

 

 

1. 論点１について、 

論点１ 

気候基準第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における 

SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場
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合であっても、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、気候基準第

47 項及び第 54 項に従い開示されるマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出

は、「絶対総量」でなければならないと解釈されるべきである。 

 

論点の背景 

本公開草案を作成するにあたり、サスティナビリティ基準委員会は、「ただし、法域の当局

又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いるこ

とを要求している場合、当該方法を用いることができる（「気候基準」第 49 項ただし書き

参照）。」という規定に従い、当該方法に基づき温室効果ガス排出を測定する場合は、気候基

準及び同様の規定のある IFRS S2 号双方の解釈として、その測定結果がどのような内容で

あったとしても（具体的には絶対総量でない場合でも）全くの制約なく開示することが可能

であると解釈しているように思われる。 しかし、気候基準及び同様の規定のある IFRS S2

号双方の解釈として、その解釈は間違っており、一定の制約（具体的には、絶対総量の測定・

開示）があることを認識する必要がある。 

このことを明らかにするため、項目ごとに以下で検討を行う。 

 

 

（１）測定する対象について 

 

本公開草案第 BC1 項に以下の記述がある。 

 

本公開草案第 BC1 項 

BC１ 

「気候基準」は、温室効果ガス排出について、「GHG プロトコル（2004 年）」に従って 

測定しなければならないとしている（「気候基準」第 49 項本文参照）。ただし、法域の当 

局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用い 

ることを要求している場合、当該方法を用いることができるとしている（「気候基準」第 

49 項ただし書き参照）。 これらの定めは、国際サステナビリティ基準審議会が公表する 

IFRS サステナビリティ開示基準と同様の定めを「気候基準」に取り入れたものである。 

 

この規定では、気候基準第 49 項但し書きは、IFRS S2 号の規定を取り入れたことが明記さ

れている。 

 

上記の本公開草案第 BC1 項で参照されている気候基準第 49 項本文及び但し書きの内容は
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以下のとおりである。 

 

気候基準第 49 項 

49.  第 46 項(1)に関連して、温室効果ガス排出は、「温室効果ガスプロトコルの企業算

定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG プロトコル（2004 年）』」という。）に従って

測定しなければならない。 ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果

ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合、当該方法を用

いることができる。 

 

最初に、気候基準第 49 項但し書きに基づき、「「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報

告基準（2004 年）」（GHG プロトコル（2024 年）に従い、又は、法域の当局又は企業が上

場する取引所により用いることが要求される GHG プロトコル(2024 年)と異なる方法によ

り測定される対象は何なのか、具体的には絶対総量の温室効果ガス排出量なのか、を明確に

する必要がある。 

 

気候基準第 47 項及び第 54 項には、以下のように規定されている。 

 

気候基準 第 47 項及び第 54 項 

47. 第 46 項(1)に関連して、当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量につ

いて、 次の 3 つに区分して開示しなければならない。  

(1) スコープ 1 温室効果ガス排出  

(2) スコープ 2 温室効果ガス排出  

(3) スコープ 3 温室効果ガス排出 

 

54. スコープ 2 温室効果ガス排出について、主要な利用者の理解に情報をもたらすため

に必要な契約証書に関する情報がある場合には、第 53 項に基づく開示に加え、当該契

約証書 に関する情報を提供しなければならない。ただし、マーケット基準によるスコー

プ 2 温室効果ガス排出量を開示することにより当該契約証書に関する情報の提供に代え

ることができる｡ 

 

従って、気候基準第 49 項に基づき測定される対象は、第 47 項に定める、(1) スコープ 1 温

室効果ガス排出、(2) スコープ 2 温室効果ガス排出及び(3) スコープ 3 温室効果ガス排出の

3 つに区分して開示されなければならない当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶

対総量と解釈されるべきある。 

 

つまり、これは、１）GHG プロトコル（2004 年）（正式名称は「温室効果ガスプロトコル
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の企業算定及び報告基準（2004 年）」）（以下「『GHG プロトコル（2004 年）』」という。）に

従って測定される場合及び２）法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出

を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合に当該方法を用いることを

選択した場合の双方において、測定される対象は「3 つに区分して開示されなければならな

い当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量」であると解釈されるべきである

ことを意味している。 

 

従って、気候基準及び IFRS S2 号の組み立ては、双方とも「開示されなければならない対象

が定められ、その開示される対象を測定する方法が定められている」と解釈すべきである。 

 

〇 間違った解釈が生じた理由 

 

気候基準では、第 47 項で開示の対象「当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総

量」が定められており、項を分けて第 49 項で測定方法について「温室効果ガス排出は、「温

室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG プロトコル（2004

年）』」という。）に従って測定しなければならない。ただし、法域の当局又は企業が上場す

る取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している

場合、当該方法を用いることができる。」と規定されている。この結果、第 49 項において、

測定される対象の温室効果ガス排出が、第 47 項で開示の対象となっている「当報告期間中

に生成した温室効果ガス排出の絶対総量」であることが、分かりにくくなっている。これが

間違った解釈が生じた理由であると思われる。 

 

〇 IFRS S2 号の規定 

 

一方、気候基準のベースとなっている IFRS S2 号の第 29 項では、以下のように、開示と測

定が対になって規定されており、測定される対象は開示される「報告期間中に企業が生成し

た温室効果ガス排出の絶対総量（its absolute gross greenhouse gas emissions）」であること

が明確となっている。 

 

IFRS S2 号第 29 項 

An entity shall disclose information relevant to the cross-industry metric categories of: 

(a)    greenhouse gases—the entity shall: 

(i)  disclose its absolute gross greenhouse gas emissions generated during the 

reporting period, expressed as metric tonnes of CO2 equivalent (see 
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paragraphs B19⁠–⁠B22), classified as: 

(1)Scope 1 greenhouse gas emissions; 

(2)Scope 2 greenhouse gas emissions; and 

(3)Scope 3 greenhouse gas emissions; 

 

(ii) measure its greenhouse gas emissions in accordance with the Greenhouse Gas 

Protocol: A Corporate Accounting and Reporting Standard (2004) unless the 

entity is required, in whole or in part, by a jurisdictional authority or an 

exchange on which it is listed to use a different method for measuring its 

greenhouse gas emissions (see paragraphs B23⁠–⁠B25); 

 

(v) for Scope 2 greenhouse gas emissions disclosed in accordance with paragraph 

29(a)(i)(2), disclose its location-based Scope 2 greenhouse gas emissions, 

and provide information about any contractual instruments that is necessary 

to inform users’ understanding of the entity’s Scope 2 greenhouse gas 

emissions (see paragraphs B30⁠–⁠B31); and 

 

 

企業は、産業横断的指標カテゴリーに関連する次の情報を開示しなければならない。  

 

(a) 温室効果ガス ― 企業は、次のことを行わなければならない。  

(i) CO2 相当のメートル・トンで表される、報告期間中に企業が生成した温室効果ガス排

出の絶対総量（absolute gross）を開示する（B19 項から B22 項参照）。これは、次のよう 

に分類する。  

(1) 「スコープ 1」の温室効果ガス排出  

(2) 「スコープ 2」の温室効果ガス排出  

(3) 「スコープ 3」の温室効果ガス排出  

 

(ii) 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」に従って企業の温室

効果ガス排出を測定する。ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室 

効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合を除く 

（B23 項から B25 項参照）。  

 

(v) 第 29 項(a)(i)(2)に従って開示される「スコープ 2」の温室効果ガス排出については、

ロ ケーション基準による「スコープ 2」の温室効果ガス排出を開示し、また、企業の「ス 

コープ 2」の温室効果ガス排出についての利用者の理解に情報をもたらすために必要な 
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契約証書に関する情報がある場合には、当該情報を提供する（B30 項から B31 項参照） 

 

 

IFRS S2 号 29 項(a)(i)では、「its absolute gross greenhouse gas emissions generated during 

the reporting period」と記載され、同（ii）では、単に「its greenhouse gas emissions」とし

か記載されていない。しかし、(i)と(ii)の関係から、(ii)に記載されている「its greenhouse 

gas emissions」は、(i)の「its absolute gross greenhouse gas emissions generated during the 

reporting period」を意味することが明確なことから、繰り返しを避けるために単に「its 

greenhouse gas emissions」と記載していることは明らかである。あえて繰り返して(ii)を規

定 す る と 「 measure its absolute gross greenhouse gas emissions generated during the 

reporting period in accordance with （以下略）」となり、measure(測定)する対象は、its 

absolute gross greenhouse gas emissions generated during the reporting period（企業の報告

期間中に生成された絶対総量による温室効果ガス排出量）であることは、明らかである。 

 

また、「unless the entity is required, in whole or in part, by a jurisdictional authority or an 

exchange on which it is listed to use a different method for measuring its greenhouse gas 

emissions (ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を測

定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合を除く」の規定の「a different 

method for measuring its greenhouse gas emission（企業の温室効果ガス排出を測定するう

えで異なる方法」も同様に「a different method for measuring its absolute gross greenhouse 

gas emissions generated during the reporting period（企業の報告期間中に生成された絶対総

量による温室効果ガス排出を測定するための異なる方法）」と解釈すべきである。 

 

この解釈から、「法域の当局又は企業が上場する取引所が要求している場合であっても、そ

の方法が「企業の報告期間中に生成された絶対総量による温室効果ガス排出を測定しない

方法（具体的には、絶対総量ではない温室効果ガス排出量を測定する方法）」の場合は、た

だし書は適用できない（適用してはいけない）こととなる。 

 

加えて、IFRS S2 号 29 項(a)(v)の「（略）and provide information about any contractual 

instruments that is necessary to inform users’ understanding of the entity’s Scope 2 

greenhouse gas emissions (see paragraphs B30⁠–⁠B31); and（また、企業の「スコープ 2」の温

室効果ガス排出についての利用者の理解に情報をもたらすために必要な契約証書に関する

情報がある場合には、当該情報を提供する（B30 項から B31 項参照）」の規定も「（略）and 

provide information about any contractual instruments that is necessary to inform users’ 

understanding of the entity’s Scope 2 absolute gross greenhouse gas emissions generated 

during the reporting period (see paragraphs B30⁠–⁠B31)（（略）また、企業の「スコープ 2」
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の報告期間中に企業が生成した温室効果ガス排出の絶対総量についての利用者の理解に情

報をもたらすために必要な契約証書に関する情報がある場合には、当該情報を提供する

（B30 項から B31 項参照））」と解釈すべきである。 

 

上記から、気候基準の第 49 項の規定に基づき、GHG プロトコル（2024 年）に従い、又は、

法域の当局又は企業が上場する取引所により用いることが要求される GHG プロトコル

(2024 年)と異なる方法により測定される対象は、３つに区分（スコープ１、スコープ２、

スコープ）された当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量であることが明確

である。 

 

もし、法域の当局又は企業が上場する取引所により用いることが要求される GHG プロト

コル(2024 年)と異なる方法により測定される対象（温室効果ガス排出量）が、開示が要求

されている「当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量」でなくとも良いと解釈

した場合は、開示する対象を測定する方法という考え方から、測定方法により開示する対象

そのものを変更することができるという主客逆転の解釈を許す結果となり、解釈として認

められるべきではない。開示しなければならない「企業の温室効果ガス排出の絶対総量（its 

absolute gross greenhouse gas emissions generated during the reporting period）」（開示の対

象）は、それを測定する方法により、変えられてはならない。 

 

 

（２）測定方法を用いるときの制約について、 

 

気候基準第 49 項では、開示する対象を測定する方法は、GHG プロトコル（2004）又は、

法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を測定するうえで異な

る方法を用いることを要求している場合の異なる方法と規定されている。 

では、これらの測定方法について、気候基準及び同様の規定がある IFRS S2 号において何

か制約はないのかを確認する必要である。 

 

IFRS S2 号第 B23 項では、以下のように定められている。 

 

IFRS S2 号第 B23 項 

B23 

Paragraph 29(a)(ii) requires an entity to disclose its greenhouse gas emissions measured 

in accordance with the Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting 

Standard (2004). For the avoidance of doubt, an entity shall apply the requirements in the 
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Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting Standard (2004) only 

to the extent that they do not conflict with the requirements in this Standard. For example, 

the Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting Standard (2004) 

does not require an entity to disclose its Scope 3 greenhouse gas emissions, however, the 

entity is required to disclose Scope 3 greenhouse gas emissions in accordance with 

paragraph 29(a). 

 

B23 

第 29 項(a)(ii)は、企業に対し、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004

年）」に 従って測定した、企業自身の温室効果ガス排出を開示することを要求している。

誤解を避けるために記すと、企業は、本基準の要求事項に反しない範囲においてのみ、

「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」における要求事項を適用

しなければならない。例えば、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004

年）」において、企業は企業自身の 「スコープ 3」の温室効果ガス排出を開示することは

要求されないものの、第 29 項(a)に従い、企業は「スコープ 3」の温室効果ガス排出を開

示することが要求される。  

 

IFRS S2 号の第 B23 項では、「企業は、本基準（IFRS S2 号）の要求事項に反しない範囲に

おいてのみ、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（GHG プロトコル 2004 年）」

における要求事項を適用しなければならない」と規定し、GHG プロトコル（2004 年）を用

いて測定する場合についての制約が記載されている。 

 

従って、この制約が、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を

測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合の異なる方法にも適用される

か否かを検討する必要がある。 

 

以下の理由から、「法域の当局又は企業が上場する取引所が適用を要求する企業の温室効果

ガス排出を測定するうえでの異なる方法」につても、明確には規定されてはいないが、適用

があると解釈すべきであると考える。 

 

理由１ 

 

契約書や規則において「For the avoidance of doubt（誤解を避けるために記すと）」と規定

されている場合は、「これらの内容は書かずとも契約や規則の目的・趣旨から当然なのだ

が・・・」というニュアンスを有しており、For the avoidance of doubt の後に記載されてい
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る内容は、IFRS S2 号の目的・趣旨から明記しなくても、当然のこととして、解釈されるべ

きこととなる。 

 

従って、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」に関するこの規定

は、法域の当局又は企業が上場する取引所が用いることを要求している企業の温室効果ガ

ス排出を測定するうえでの「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」

と異なる方法についても、適用があると解釈するのが、IFRS S2 号の目的・趣旨から、適切

である。 

 

気候基準の第 BC123 項には、以下の規定がある。 

 

気候基準第 BC123 項 

第 BC123 項 

第 49 項本文では、温室効果ガス排出は、「GHG プロトコル（2004 年）」に従って測定し

なければならないとしているが、これは、IFRS S2 号と同様に、本基準の定めに反しない

範囲においてのみ、「GHG プロトコル（2004 年）」における定めを適用しなければなら

ないことを意図している。また、IFRS S2 号と同様に、「GHG プロトコル（2004 年）」で

は要求されていないものの本基準では開示しなければならないとしている事項がある。

例 えば、「GHG プロトコル（2004 年）」は、スコープ 3 温室効果ガス排出を開示するこ

とを要求していないが、本基準は、報告企業の活動に関連するカテゴリー別に分解してス

コープ 3 温室効果ガス排出を開示しなければならないことを明示している（第 47 項(3)

及び第 55 項参照）。 

 

気候基準第 BC123 項では、「本基準の定めに反しない範囲においてのみ、「GHG プロトコ

ル（2004 年）」における定めを適用しなければならないことを意図している」と規定されて

おり、GHG プロトコル（2004 年）のみに関する特別の条件のようにも解釈される。しか

し、IFRS S2 号の解釈に基づき、気候基準においても、法域の当局又は企業が上場する取引

所が用いることを要求している測定方法についても、基準の目的・趣旨から当然のこととし

て、気候基準に定める要求事項に反しないことが前提となると解釈すべきである。 

 

理由２ 

 

また、法域の当局又は企業が上場する取引所が、用いることを要求している企業の温室効果

ガス排出を測定するうえでの「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」

と異なる測定方法の使用は、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」
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の代替として用いることが許されているものである。 従って、「温室効果ガスプロトコル

の企業算定及び報告基準（2004 年）」に関する制約は、温室効果ガスプロトコルの企業算定

及び報告基準（2004 年）」の代替としての、「法域の当局又は企業が上場する取引所が、用

いることを要求している企業の温室効果ガス排出を測定するうえでの異なる測定方法」に

も当然に適用されると解釈される。 

 

 

従って、上記の理由１及び理由２から、気候基準第 49 項に規定に関して、「法域の当局又は

企業が上場する取引所が、用いることを要求している企業の温室効果ガス排出を測定する

うえでの異なる測定方法を用いる場合でも、気候基準の要求事項に反しない範囲でのみ適

用できる」と解釈されるべきである。 このことから、「法域の当局又は企業が上場する取

引所が、用いることを要求している企業の温室効果ガス排出を測定するうえでの異なる測

定方法」を用いて測定する場合であっても、それが気候基準の要求事項である「絶対総量」

の開示のための「絶対総量」を測定しない場合は、その測定方法は用いることが出来ないと

解釈すべきである。 

 

 

（３）マーケット基準排出量に関して、IFRS 2 号と気候基準で位置づけが異な

ることについて 
 

マーケット基準排出量の開示に関しては、気候基準第 54 項では、以下のように規定されて

いる。 

 

気候基準第 54 項 

第 54 項   

スコープ 2 温室効果ガス排出について、主要な利用者の理解に情報をもたらすために必

要な契約証書に関する情報がある場合には、第 53 項に基づく開示に加え、当該契約証

書に関する情報を提供しなければならない。ただし、マーケット基準によるスコープ 2 温

室効果ガス排出量を開示することにより当該契約証書に関する情報の提供に代えること

ができる｡ 

 

 

一方、IFRS S2 号第 B31 項では以下のように規定されている。 

B31 

Contractual instruments are any type of contract between an entity and another party for 

the sale and purchase of energy bundled with attributes about the energy generation or for 
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unbundled energy attribute claims (unbundled energy attribute claims relate to the sale and 

purchase of energy that is separate and distinct from the greenhouse gas attribute 

contractual instruments). Various types of contractual instruments are available in different 

markets and the entity might disclose information about its market-based Scope 2 

greenhouse gas emissions as part of its disclosure. 

B31  

契約証書とは、エネルギー生成に関する属性と一体となったエネルギーの売買、又は分離

されたエネルギー属性の訴求権（分離されたエネルギー属性の訴求権は、温室効果ガス属

性の契約証書とは区分され、かつ、それぞれに識別される（distinct）エネルギーの売買

に関連する。）に関する、企業と第三者の間のあらゆる種類の契約である。異なる市場に

おいてさまざまな種類の契約証書が利用可能であり、企業は、その開示の一部として、マ

ーケット基準による「スコープ 2」の温室効果ガス排出についての情報を開示する場合が

ある。 

 

IFRS S2 号 B31 では、スコープ２排出量マーケット基準の開示について、「異なる市場にお

いてさまざまな種類の契約証書が利用可能であり、企業は、その開示の一部として、マーケ

ット基準による「スコープ 2」の温室効果ガス排出についての情報を開示する場合がある。」

と規定されているのみで、気候基準第 54 項「ただし、マーケット基準によるスコープ 2 温

室効果ガス排出量を開示することにより当該契約証書に関する情報の提供に代えることが

できる」の規定ほどには明確には規定されていない。従い、気候基準と IFRS S2 号ではマー

ケット基準についての規定上の位置づけも全く異なっている。 

 

また、気候基準第６項（11）に以下の規定がある。 

 

気候基準第６項（11） 

第６項 

(11) マーケット基準」とは、電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれること

がある。）及び分離された契約証書の内容を反映してスコープ 2 温室効果ガス排出 を測

定する方法をいう。」 

 

従って、気候基準では、マーケット基準の明確な定義があるが、IFRS S２は、マーケット基

準の定義はない。従い、スコープ２排出量マーケット基準については、気候基準で独自に定

めたものなので、その解釈は、気候基準で自由に決めて良いのではないかとの解釈が出る可

能性がある。 

 

しかしながら、気候基準第 47 項の「第 46 項(1)に関連して、当報告期間中に生成した温室
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効果ガス排出の絶対総量について、次の 3 つに区分して開示しなければならない。 (1)  ス

コープ 1 温室効果ガス排出 、(2)  スコープ 2 温室効果ガス排出 、(3)  スコープ 3 温室効

果ガス排出」のスコープ２温室効果ガス排出には、ロケーション基準排出量及びマーケット

基準排出量が含まれることから、マーケット基準排出量についても、絶対総量でなければな

らないと解釈されなければならない。  

 

また、IFRS S2 号第 29 項(a)(v)では、「企業の「スコープ 2」の温室効果ガス排出について

の利用者の理解に情報をもたらすために必要な契約証書に関する情報がある場合には、当

該情報を提供する」と記載されており、上記「（１）測定する対象について」で説明したと

おり、「企業の「スコープ 2」の温室効果ガス排出」は、「企業の「スコープ 2」の報告期間

中に企業が生成した温室効果ガス排出の絶対総量（absolute gross）についての利用者の理

解に情報をもたらすために必要な契約証書に関する情報がある場合には、当該情報を提供

する」と解釈すべきである。 

 

従って、IFRS S2 号では同様の定めがない、気候基準第 54 項に基づき、当該契約証書に関

する情報の提供に代えることができるマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出

量の開示での排出量は、「企業の「スコープ２」の温室効果ガス排出の絶対総量（absolute 

gross）の利用者の理解に情報をもたらすために必要な情報の一形態であるので、「絶対総量」

でなければならない。 

 

 

IFRS S2 号第 29 項 

An entity shall disclose information relevant to the cross-industry metric categories of: 

(a)    greenhouse gases—the entity shall: 

 

(v) for Scope 2 greenhouse gas emissions disclosed in accordance with paragraph 

29(a)(i)(2), disclose its location-based Scope 2 greenhouse gas emissions, 

and provide information about any contractual instruments that is necessary 

to inform users’ understanding of the entity’s Scope 2 greenhouse gas 

emissions (see paragraphs B30⁠–⁠B31); and 

 

企業は、産業横断的指標カテゴリーに関連する次の情報を開示しなければならない。  

 

(a) 温室効果ガス ― 企業は、次のことを行わなければならない。   

 

(v) 第 29 項(a)(i)(2)に従って開示される「スコープ 2」の温室効果ガス排出については、
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ロ ケーション基準による「スコープ 2」の温室効果ガス排出を開示し、また、企業の「ス 

コープ 2」の温室効果ガス排出についての利用者の理解に情報をもたらすために必要な 

契約証書に関する情報がある場合には、当該情報を提供する（B30 項から B31 項参照） 

 

（４）気候基準第 50 項の規定の解釈について 

 

気候基準第 50 項及び第 51 項に以下のように規定されている。 

 

気候基準第 50 項及び第 51 項 

50. 第 49 項ただし書きに従い「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法により測

定することを選択し、かつ、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法により測定

した温室効果ガス排出量に重要性がある場合、第 47 項に従い開示する温室効果ガス排

出の絶対総量に加え、その内訳として次の情報に分解して開示しなければならない。 

 (1) 「GHG プロトコル（2004 年）」により測定した温室効果ガス排出量 

 (2) 「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法により測定した温室効果ガス排出量 

 

51. 第 50 項に従い分解して開示するにあたり、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異な

る方法が複数の法域の法令又は企業が上場する取引所の規則に関するものである場合、

特定の 法域の法令又は企業が上場する取引所の規則が要求する方法により測定した温

室効果ガス排出量が単独で重要性があるときは、当該方法のそれぞれについて、第 50 項

(2)に従い 開示する温室効果ガス排出量を区分して開示しなければならない。 

 

 

気候基準第 50 項の規定により「第 49 項ただし書きに従い「GHG プロトコル（2004 年）」

とは異なる方法により測定することを選択し、かつ、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異

なる方法により測定した温室効果ガス排出量に重要性がある場合、第 47 項に従い開示す

る温室効果ガス排出の絶対総量に加え、」と規定されており、第 49 項ただし書きに従い

「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法により測定することを選択した場合であっ

ても、第 47 項に従い開示する温室効果ガス排出は絶対総量であることが明確にされてい

る。 従って、その内訳情報として分解して開示しなければならない(1) 「GHG プロトコ

ル（2004 年）」により測定した温室効果ガス排出量、及び (2) 「GHG プロトコル（2004

年）」とは異なる方法により測定した温室効果ガス排出量についても、絶対総量でなければ

ならないことは明白である。 

 

また、気候基準第 50 項は、気候基準第 54 項ただし書に定められる「ただし、マーケット
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基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出量を開示することにより当該契約証書に関する情

報の提供に代えることができる｡」場合の「マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス

排出量」にも適用される。従って、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出量に

ついても、内訳情報として分解して開示しなければならない(1) 「GHG プロトコル（2004

年）」により測定した温室効果ガス排出量、及び (2) 「GHG プロトコル（2004 年）」とは

異なる方法により測定した温室効果ガス排出量についても、絶対総量でなければならない

ことは明らかである。 

 

 

（５）論点１に関する結論 

 

上記（１）、（２）（３）及び（４）から、論点１の 

「ただし、法域の当 局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえ

で異なる方法を用いることを要求している場合、当該方法を用いることができるとして

いる（「気候基準」第 49 項ただし書き参照）。」の規定に従い、温室効果排出を測定する

場合でも、測定される温室効果ガス排出は、「絶対総量」でなければならないと解釈され

るべきである。 

 

については、この解釈で間違いないことが明らかとなった。 

 

 

2. 論点２について、 

 

以下において、論点２が正しいことを明確にする。 

論点２ 

「温対法における SHK 制度に基づく間接排出（「基礎排出量」のうち、「他人から供給さ

れた電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量）」の測定方

法ではカーボン・クレジットによるオフセットが用いられており、SHK 制度に基づく間

接排出は絶対総量の排出量とはなっていない。 

 

論点２の背景 

本公開草案の検討にあたり、サスティナビリティ基準委員会では、絶対総量に関しては一切

注意が払われなかったように感じられる。温室効果ガス排出量の測定は、絶対総量での測定
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が一般的で、絶対総量ではない温室効果ガス排出量の測定は、非常に例外的との前提での検

討がなされたように思われる。 従って、SHK 制度に基づく間接排出－つまり、「基礎排出

量」のうち、「他人 から供給された電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室

効果ガス排出量－について、絶対総量であることが前提で議論が行われたように思われる。

しかし、『「基礎排出量」のうち、「他人から供給された電気及び熱の使用に伴うエネルギー

起源 CO2」の温室効果ガス排出量』は、絶対総量ではない。以下において、この点に関し

て詳細な検討を行い、明らかにする。 

 

（１）絶対総量とは、 

 

気候基準第 BC110 項に、絶対総量の定義が規定されている。 

 

気候基準第 BC110 項 

BC110. 本基準において、温室効果ガス排出の「絶対総量」とは、企業による現在又は将

来に おける直接的及び間接的な緩和及び適応の取組み（第 29 項(2)参照）（例えば、使用

する計画があるカーボン・クレジット）を考慮に入れる前の、原単位ではない、オフセッ

ト前の温室効果ガス排出量を意味すると考えられる。 

 

この規定から、絶対総量とは、カーボン・クレジットを考慮に入れる前の温室効果ガス排出

量であることが分かる。 

 

（２）カーボン・クレジットとは 

 

上記の気候基準第 BC110 項に規定されている「カーボン・クレジット」に関しては、 

気候基準第 6 項(20)において、定義がなされている。 

 

気候基準第６項(20) 

6. 本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義している。 

(20) 「カーボン・クレジット」とは、カーボン・クレジットを付与する制度等によって 

発行され、温室効果ガス排出の削減又は除去を表す単位をいう。カーボン・クレジッ ト

は、電子登録によって一意にシリアル化され、付与され、追跡され、無効化される。 

 

また、IFRS S2 号「気候関連開示」付録 A においても「カーボン・クレジット」の定義が規

定されている。 
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付録 A IFRS S2 号「気候関連開示」  

用語の定義  

この付録は、IFRS S2 号の不可欠な一部であり、本基準書の他の部分と同じ権威を有す

る。 

 

 カーボン・クレジット（carbon credit）  

カーボン・クレジット・プログラムによって発行され、温室効果ガスの排出削減又は

除去を表す排出単位。カーボン・クレジットは、電子登録によって一意にシリアル化

され、発行され、追跡され、無効化される。  

 

IFRS S2 号第 BC152 項 

BC152 公開草案は「カーボン・オフセット」という用語を使用したが、これは「カーボ

ン・クレジッ ト」に修正された。ISSB は「カーボン・クレジット」という用語を、IFRS 

S2 号において温室効果ガス排出をオフセットするという文脈で用いることを決定した。

カーボン・クレジットは、 企業が温室効果ガス排出をオフセットするために生成又は購

入する証書である。ISSB は、この用語は（法域別の基準を含めて）他で用いられている

言葉遣いとより整合的であることに留意し、したがってこの用語の変更が相互運用可能

性を促進することに同意した。 

 

気候基準第６項(20)並びに IFRS S2 号「気候関連開示」付録 A 及び IFRS S2 号第 BC152 項

に「カーボン・クレジット」の内容に関し記載されている。 

 

その中でも IFRS S2 号第 BC152 項の「カーボン・クレジットは、 企業が温室効果ガス排

出をオフセットするために生成又は購入する証書」であるいうのが最も分かりやすい定義

であると思われる。 

 

上記の絶対総量とカーボン・クレジットの定義から、温室効果ガス排出の「絶対総量」とは、

企業が温室効果ガス排出をオフセットするために生成又は購入する証書を考慮に入れる前

の温室効果ガス排出量である、ということになる。 

 

（３）カーボン・クレジットと契約証書の違いついて 

 

絶対総量の定義の内容を明確にするために、最初にカーボン・クレジットと契約証書の違い

を明確にする必要がある。しかしながら、カーボン・クレジットと契約証書について、その
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理解に混乱が生じている場合が多々あるように思われる。以下では、カーボン・クレジット

と契約証書の違いについて明確にする。 

 

１．定義による違い 

 

１）カーボン・クレジット 

 

気候基準第６項(20)には、カーボン・クレジットが定義されている。 

 

気候基準第６項(20) 

6. 本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義している。 

(20) 「カーボン・クレジット」とは、カーボン・クレジットを付与する制度等によって 

発行され、温室効果ガス排出の削減又は除去を表す単位をいう。カーボン・クレジッ ト

は、電子登録によって一意にシリアル化され、付与され、追跡され、無効化される。 

 

ここで重要なのは、「カーボン・クレジット」とは、温室効果ガス排出の削減又は除去を表

す単位であることである。「温室効果ガス排出の削減を表す単位」は、削減量又は削減貢献

量(〇〇t-CO2)と呼ばれる。 

 

２）契約証書の定義 

 

気候基準では、気候基準第 11 項（12）で「契約証書」の定義が記載されている。 

 

気候基準第 11 項（12） 

6. 本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義している。 

(12) 「契約証書｣とは、次のいずれかをいう。 ① エネルギー生成に関する属性と一体と

なっている電気等の購入契約 ② 電気等の購入契約から分離された、エネルギー属性に

着目して締結される契約 

 

エネルギー属性については、電力の場合は主に排出係数（再エネ由来電力の場合は、排出ゼ

ロ t-CO2/Kwh）を意味している。 

 

（４）マーケット基準における契約証書の利用とカーボン・クレジットの関係 
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気候基準第 6 項(11)のマーケット基準の定義において、契約証書は、マーケット基準の排出

量の測定に用いられることが、規定されている。 

 

気候基準第 6 項(11)  

6. 本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義している。 

(11) 「マーケット基準」とは、電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれるこ 

とがある。）及び分離された契約証書の内容を反映してスコープ 2 温室効果ガス排出を

測定する方法をいう。 

 

 

上記の規定と絶対総量の定義から、マーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排出を

測定するうえで、契約証書とカーボン・クレジットに関して以下のことが明らかになる。 

 

マーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排出を測定するうえで： 

１)契約証書を用いて、それを反映することが可能である、 

２）一方、カーボン・クレジットについては、これを用いることは、絶対総量の測定方法に

反することになるので、用いることはできない。 

 

気候基準第 BC110 項 

BC110. 本基準において、温室効果ガス排出の「絶対総量」とは、企業による現在又は将

来に おける直接的及び間接的な緩和及び適応の取組み（第 29 項(2)参照）（例えば、使用

する計画があるカーボン・クレジット）を考慮に入れる前の、原単位ではない、オフセッ

ト前の温室効果ガス排出量を意味すると考えられる。 

 

 

（５）CDP の資料の説明(カーボン・クレジットと契約証書の違い) 

 

CDP の資料では、クレジットと契約証書（再エネ証書（属性証明）について、以下のよう

に説明されています。 
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つまり、カーボン・クレジットは、当初の排出量から削減された温室効果ガス排出量（削減

貢献量）に関してのものであり、契約証書（属性証明）は、電力の属性（主に電力量と排出

係数（再エネの場合は、排出 0tCO2/kWh））に関するものである。 

 

 

（６）カーボン・クレジットと契約証書の二通りに利用される証書等について 

 

上記「（３）カーボン・クレジットと契約証書の違いについて」で、カーボン・クレジット

と契約証書の違いについて明確にした。しかし、非化石証書、グリーン電力証書及び Ｊ－

クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エネ電力由来

のものは、温室効果ガス排出量を算定するにあたり準拠する制度や算定基準、ガイドライン

の違いにより、カーボン・クレジットして利用される場合もあれば、契約証書として使われ

る場合もある。同じ証書が二通りに利用されていことで、カーボン・クレジットとして利用

されているのか、契約証書と利用されているのか分かりにくくなっている。 このため、混

乱が生じ、間違った認識が生まれる結果となっている。以下では、この違いを非化石証書と

J クレジットを例に記載する。 

 

１．非化石証書 
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〇 カーボン・クレジットとして利用する場合、 

『非化石証書の量×全国平均係数×補正率』で算出した量を、企業のマーケット基準スコー

プ２温室効果ガス排出量の測定にあたり、控除する。 

非化石証書の量×全国平均係数×補正率』で算出した量は、全国平均係数による排出量から

非化石証書の排出量ゼロに排出量を削減した削減貢献量の意味を持つ。 

 

〇 契約証書として利用する場合 

非化石証書の電力量（Kwh）とその排出係数（排出ゼロ t-CO2/Kwh）を利用して企業のマ

ーケット基準スコープ２温室効果ガス排出量を測定する。 

 

２ J―クレジット（再エネ電力由来） 

 

〇 カーボン・クレジットとして利用する場合 

Ｊ－クレジットとして認証された国内で実施された温室効果ガス排出削減のクレジットの

量（削減貢献量）を、企業のマーケット基準スコープ２温室効果ガス排出量の測定にあたり、

控除する。 

 

〇 契約証書として利用する場合 

J－クレジットの電力量（Kwh）との排出係数（排出ゼロ t-CO2/Kwh）を利用して企業のマ

ーケット基準スコープ２温室効果ガス排出量を測定する。 

 

上記の非化石証書及び J-クレジットをカーボン・クレジットとして利用して企業のマーケ

ット基準スコープ２温室効果ガス排出量の測定した場合は、その排出量は絶対総量とはな

らない。 

 

 

（７）カーボン・クレジットと契約証書の二通りに利用される証書に関しての温

室効果ガス排出量の算定方法の違いついて 
 

カーボン・クレジットと契約証書の二通りに利用される証書に関しての温室効果ガス排出

量の算定方法の違いに関連して、分かりやすい説明がある。 

2025 年３月に JICPA サステナビリティウェビナー「温室効果ガス（GHG）排出量（スコ

ープ１～３）の算定について」の資料３７ページに、GHG プロトコルの算定方法（絶対総

量を算定）と SHK 制度の算定方法（絶対総量を算定していない）の違いについて、算定例

を記載し、分かりやすく説明されている。SHK 制度の算定方法は、SHK 制度の 2024 年度
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改正後の基礎排出量についても変わっていない。 

 

2025 年３月に JICPA サステナビリティウェビナー「温室効果ガス（GHG）排出量（スコ

ープ１～３）の算定について」の資料 P37 

 
 

この計算例で示されている二つの測定法における排出量の違いは、絶対総量を算定するに

あたっての測定方法の違いによるものではなく、絶対総量を測定しているか、絶対総量では

ないカーボン・クレジットを使用した排出量を測定しているかの違いにより生じているも

のである。この点は非常に重要である。 

 

 

（８）温対法における SHK 制度に基づく間接排出（（「基礎排出量」のうち、「他

人から供給された電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室

効果ガス排出量）の算定方法について 
 

本公開草案では、マーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排出を、温対法における

SHK 制度に基づく間接排出を用いて測定し開示するとしている。 また、「温対法における

SHK 制度に基づく間接排出」とは、「基礎排出量」のうち、「他人から供給された電気及び

熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量 をいう、としている。更に、
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「基礎排出量」とは、温対法第 26 条第 3 項において規定される「温室効果ガス算定排出量」

をいう、と規定している。 

 

従って、「SHK 制度に基づく間接排出」とは、『「基礎排出量」のうち、「他人から供給され

た電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量』であり、基礎排

出量は。「温対法第 26 条第 3 項において規定される「温室効果ガス算定排出量」である。 

 

本公開草案第７項 

７「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法にお

け る SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を

行う場 合、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、「気候基準」第 47

項、第 53 項及び第 54 項に従い、次のように開示しなければならない。 

 

(2) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコー 

プ 2 温室効果ガス排出を測定し開示する。  

 

本公開草案第４項 

4. 本実務対応基準は、次のように用語を定義している。  

(1) 「基礎排出量」とは、温対法第 26 条第 3 項において規定される「温室効果ガス算定 

排出量」をいう。  

(2) 「調整後排出量」とは、「温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令」（平成 18 

年内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産 省・

経済産業省・国土交通省・環境省令第 2 号）第 1 条第 4 号において規定される「調 整後

温室効果ガス排出量」をいう。  

(4) 「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」とは、「基礎排出量」のうち、「他人 

から供給された電気及び熱の使用に伴うエネルギー起源 CO2」の温室効果ガス排出量 

をいう。 

 

 

（９）「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占

める基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起

源 CO2 の温室効果ガス排出量算定におけるカーボン・クレジットの利用 
 

以下においては、「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占め

る基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効

果ガス排出量の算定方法おいて、カーボン・クレジットが利用されていることについて検討
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を行う。 

 

基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果

ガス排出量の算定式は、以下のとおりである。 

 

 

温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年 3 月) 

3.1.3 (2) 

(2) 算定式：  

電気の使用量に、単位使用量当たりの排出量を乗じて求めます。特定排出者単位の報告において

は、証書等に係る排出量を控除又は加算した排出量を報告します。 

CO2 排出量（tCO2）＝電気使用量（kWh）×単位使用量当たりの排出量（tCO2/kWh）  

－需要家自身が調達した証書等に係る排出量のうち無効化した量  

＋需要家自身が創出した証書等に係る排出量のうち他者へ移転した量 

 

他人から供給された電気の使用に伴う排出量算定における「証書等に係る排出量」とは、以下のもの

を指します（詳細は「(5) 備考」を参照）。 

 • 非化石電源二酸化炭素削減相当量 

 • グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来） 

 • Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エネ 電力由来の

もの。 

なお上記で控除できるクレジットは、他者が創出した証書等のうち、自社に移転され無効化されたも

のが対象です。自社が創出したクレジットを、自社の基礎排出量の算定に用いることはできません。 

 

 

従って、基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温

室効果ガス排出量の上記の算定式では、「需要家自身が調達した証書等に係る排出量のうち

無効化した量」を控除している。 

 

また、上記の「証書等に係る排出量」とは、以下のものを指すとしている。 

 • 非化石電源二酸化炭素削減相当量 

 • グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来） 

 • Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エネ 

電力由来のもの。 

 

また、気候基準第６項（20）に記載されている「カーボン・クレジット」の無効化について
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も、温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年 3 月)第 3.1.3 項(2)におい

「需要家自身が調達した証書等に係る排出量のうち無効化した量」として記載されている。 

 

気候基準第６項(20) 

6. 本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義している。 

(20) 「カーボン・クレジット」とは、カーボン・クレジットを付与する制度等によって 

発行され、温室効果ガス排出の削減又は除去を表す単位をいう。カーボン・クレジッ ト

は、電子登録によって一意にシリアル化され、付与され、追跡され、無効化される。 

 

 

従って、証書等に係る排出量の「証書等」は、まさに「企業が温室効果ガス排出をオフセッ

トするために生成又は購入する証書（カーボン・クレジット）」である。 

 

つまり、 

１）非化石証書（非化石電源二酸化炭素削減相当量）、 

２）グリーン電力証書（グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量） 

３）Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エネ 

電力由来のもの、 

の全てが、カーボン・クレジット（ 企業が温室効果ガス排出をオフセットするために生成

又は購入する証書）として利用されていることは明白である。 

 

このことから、「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占める

基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果

ガス排出量」は、企業による現在又は将来に おける直接的及び間接的な緩和及び適応の取

組み（第 29 項(2)参照）（例えば、使用する計画があるカーボン・クレジット）を考慮に入

れた後のオフセット後の温室効果ガス排出量となっていることから、絶対総量ではない。 

 

 

従って、基礎排出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温

室効果ガス排出量は、絶対総量でないことは明らかである。 

 

 

（１０）温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年 3 月)の関

連部分の規定 
 

より全体像をつかめるように、温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年
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3 月)の関連部分を以下に記載する。 

 

温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年 3 月) 

3.1.3 (1)及び)2) 

3.1.3 他人から供給された電気の使用 

(1) 活動の概要と排出形態  

他人から供給された電気を使用する際、他人が発電する際に排出した CO2 を間接的に排出したもの

とみなします。 

 

(2) 算定式：  

電気の使用量に、単位使用量当たりの排出量を乗じて求めます。特定排出者単位の報告において

は、証書等に係る排出量を控除又は加算した排出量を報告します。 

CO2 排出量（tCO2）＝電気使用量（kWh）×単位使用量当たりの排出量（tCO2/kWh）  

－需要家自身が調達した証書等に係る排出量のうち無効化した量  

＋需要家自身が創出した証書等に係る排出量のうち他者へ移転した量 

 

他人から供給された電気の使用に伴う排出量算定における「証書等に係る排出量」とは、以下のもの

を指します（詳細は「(5) 備考」を参照）。 

 • 非化石電源二酸化炭素削減相当量 

 • グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来） 

 • Ｊ－クレジット、国内クレジット及びオフセット・クレジット（J-VER）のうち再エネ 電力由来の

もの。 

なお上記で控除できるクレジットは、他者が創出した証書等のうち、自社に移転され無効化されたも

のが対象です。自社が創出したクレジットを、自社の基礎排出量の算定に用いることはできません。 

 

 

温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年 3 月 

3.1.3 (5) 

3.1.3 他人から供給された電気の使用 

(5) 備考  

廃棄物又は廃棄物を原材料とする燃料を使用して発生させた電気を他人から供給された場合、 本制度

では需要家側では排出量を計上しませんが、自営線（既存の送配電ネットワークを活用 せずに自社で

設置した電線）を介して発電事業者と需要家を直接接続している場合には需要家 側で排出量を計上し

てください。なお、この場合には、発電事業者側では排出量を控除するこ とになりますので、両者で

調整の上、対応ください。 なお、エネルギー起源 CO2 排出量は、省エネ法の定期報告書（様式第
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９）で報告します。た だし、エネルギー使用量が 1,500kl/年以上であって、省エネ法による指定又は

認定を受けていない事業者は、温対法様式第１で報告します。  

 

＜非化石電源二酸化炭素削減相当量＞  

非化石電源二酸化炭素削減相当量とは、特定事業所排出者が調達した非化石証書の量に毎年 度経済産

業省及び環境省が公表する全国平均係数及び補正率を乗じて得られる二酸化炭素の量 であり、以下の

方法で算定を行います。 

非化石証書二酸化炭素削減相当量（tCO2）  

＝非化石証書の量（kWh）×全国平均係数（tCO2/kWh）×補正率 

 

使用できる非化石証書の量は、報告年度６月の口座凍結時に非化石証書保有口座に所有する 証書の量

又は仲介事業者が発行する報告対象分の購入証書量の証明書に記載の量のうち、他人 から供給された

電気の使用に伴う排出量に反映させる量です。他者に移転・販売した証書や、 電気事業者が排出係数

の調整に使用した証書は使用することができません。 なお、非化石電源二酸化炭素削減相当量は、

「電気事業者又は登録特定送配電事業者（電気 事業法第 27 条の 19 第１項に規定する登録特定送配電

事業者をいいます。）から小売供給された電気の使用に伴い発生する二酸化炭素の排出量」を上限に控

除することができます。  

 

＜グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来）＞  

グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリーン電力証書由来）とは、取得したグリーン電力証

書を基にグリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量認証制度で認証された量を指します（本制度では

グリーン電力証書を排出量の控除に直接用いることはできません。）。グリーンエネルギー二酸化炭素

削減相当量（グリーン電力証書由来）は、「他人から供給された電気 の使用に伴うエネルギー起源

CO2 排出量」を上限として控除することができます。この場合、 上限となる電気の使用は電気事業者

から小売供給された電気に限定しておらず、電気の特定供 給等も控除の対象となります。  

 

また、令和６年４月以降に認証された「グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量（グリー ン電力証

書由来）の無効化量」と「非化石電源二酸化炭素削減相当量」との合計値は、「他人 から供給された

電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 排出量」を超えることはできません。 

 

【需要家自身が調達した証書等に係る排出量のうち無効化した量】 

 「無効化」とは、需要家自身が調達した証書等に係る排出量を自らの温室効果ガス排出削減等に係る

取組として評価する目的の下、証書等を他者に移転できない状態にすることをいいます。  

 

・ 国内クレジット制度、オフセット・クレジット（J-VER）制度、Ｊ－クレジット制度 

https://japancredit.go.jp/application/account/  
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・ グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量認証制度 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/green_energy/recruitment.h tml  

 

なお、証書等に係る排出量として控除又は加算する排出量は、排出量の算定対象年度に無効 化又は移

転された証書等を用います。なお、当該年度の翌年度の６月末までに無効化された国 内認証排出削減

量等は、当該年度又は当該年度の翌年度のどちらか一方に反映可能です。 

 

（例１）４月から６月までの間に無効化された場合 例えば、令和４年５月に無効化された証書等は、

令和４年度に報告する令和３年度分の排 出量として報告していない場合のみ、令和５年度に報告する

令和４年度分の排出量の算定に用いることができます。 

 

（例２）７月から翌年３月の間に無効化された場合 例えば、令和４年 10 月に無効化された証書等

は、令和５年度に報告する令和４年度分の 排出量の算定に用いることができます。 

 

また、証書等の無効化を自ら行わなかったとしても、他者が自社のために無効化した事実 を確認でき

るときは、自らの排出量の算定に用いることができます（例：事業者Ａが取得し た非化石証書を事業

者Ｂの削減量として用いることを両者が合意し、ＡはＢの削減量として Ｂの代理で証書等を無効化す

る旨を事務局に申請し、Ｂは当該申請が受理された証拠（グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量

認証制度の場合は償却・取消通知書、Ｊ－クレジット 制度の場合は無効化通知書が該当）を基に当該

削減量を利用したとき）。ただし、証書等の 報告が重複しないよう関係事業者間で調整の上、算定に

用いるようにしてください。 

 

【需要家自身が創出した証書等に係る排出量のうち他者へ移転した量】  

 

算定対象年度において、自らが創出した証書等を他者に移転した場合は、移転した量を加算 します。  

・ 国内クレジット制度、オフセット・クレジット（J-VER）制度、Ｊ－クレジット制度 

https://japancredit.go.jp/application/account/  

 

・ グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量認証制度 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/green_energy/recruitment.h tml  

 

（例）令和５年４月から令和６年３月の間に、自らが創出した証書等を他者に移転した場合は、 令和

６年度に報告する令和５年度の排出量の算定において、移転した量を加算します。 

 

温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0) (2025 年 3 月) 
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表Ⅲ-３-２ 温室効果ガス算定排出量又は調整後温室効果ガス排出量の算定に用いる 国内認証排出削減

量、海外認証排出削減量及び非化石電源二酸化炭素削減相当量 

区分 クレジット等の種類 概 要 

国内認証排出削減量 国内クレジット 国内で大企業等の技術・資金等を提供して中小企業

等が行った温室効果ガス排出抑制のための取組によ

る排出削減量を認証し、自主行動計画等の目標達成

のために活用されるクレジット 

 オフセット・クレ 

ジット（J-VER） 

国内で実施された温室効果ガス排出削減・吸収量

を、カーボン・オフセットに用いられる一定の信頼

性が確保されたオフセット・クレジット（J-VER）

として認証されたクレジット 

 グリーンエネルギー

CO2 削減相当量 

国内で発生したグリーンエネルギーの量について、

CO2 削減相当量としてグリーンエネルギーCO2 削

減相当量認証委員会により認証された CO2 量 

 Ｊ－クレジット 国内で実施された温室効果ガス排出削減・吸収量

を、Ｊ－クレジットとして認証されたクレジット 

海外認証排出削減量 JCM クレジット 二国間クレジット（Joint Crediting Mechanism: 

JCM）制度により、国際協力排出削減量として認証

されたクレジット等 

非化石電源二酸化炭

素削減相当量 

非化石証書 『非化石証書の量×全国平均係数×補正率』で算出

した量（電気事業者から小売供給された電気の使用

に伴って発生する CO2 排出量を上限とする。） 

注：温室効果ガス算定排出量は、基礎排出量のことです。 

 

 

３．結論１ 

気候基準第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における SHK 

制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場合であっ

ても、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、気候基準第 47 項及び第

54 項に従い開示されるマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出は、「絶対総量」

でなければならない。 

 

絶対総量とは、「本基準において、温室効果ガス排出の「絶対総量」とは、企業による現在

又は将来に おける直接的及び間接的な緩和及び適応の取組み（第 29 項(2)参照）（例えば、

使用する計画があるカーボン・クレジット）を考慮に入れる前の、原単位ではない、オフセ

ット前の温室効果ガス排出量を意味すると考えられる。 

 

カーボン・クレジット（carbon credit） は、カーボン・クレジット・プログラムによって発
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行され、温室効果ガスの排出削減又は除去を表す排出単位。カーボン・クレジットは、電子

登録によって一意にシリアル化され、発行され、追跡され、無効化される。つまり、カーボ

ン・クレジットは、 企業が温室効果ガス排出をオフセットするために生成又は購入する証

書である。 

 

「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占める基礎排出量の

うち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果ガス排出量の

算定方法において、カーボン・クレジットが企業の温室効果ガス排出量をオフセットする形

で使われている。 

 

従って、「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」に関して、その大半を占める基礎排

出量のうち他人から供給された電気の使用に伴うエネルギー起源 CO2 の温室効果ガス排

出量は、絶対総量ではない。その結果、温対法における SHK 制度に基づく間接排出は、絶

対総量ではないこととなる。 

 

以上のことから、気候基準第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温

対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測

定を行う場合に。温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準に

よるスコープ 2 温室効果ガス排出を測定し開示することは不適切である。 

 

従って、本公開草案第７項(2)の規定は削除すべきである。 

 

 

本公開草案第７項（2） 

7「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法にお

ける SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行

う場合、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、「気候基準」第 47

項、第 53 項及び第 54 項に従い、次のように開示しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコ

ープ 2 温室効果ガス排出を測定し開示する。 

(3)  (略) 

 

 

４. 結論２ 
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本公開草案第７項（２）を定めた場合の問題 

 

公開草案第７項（２）を定めた場合は、様々な問題が生じる 

 

本公開草案第７項に以下のように規定されている。 

7「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法にお

ける SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行

う場合、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、「気候基準」第 47

項、第 53 項及び第 54 項に従い、次のように開示しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコ

ー プ 2 温室効果ガス排出を測定し開示する。 

 

（１）絶対総量開示の軽視 

 

1) 絶対総量の開示の重要性 

気候基準第 BC109 項に絶対総量を開示することの意義が記載されている。 

 

気候基準第 BC109 項 

BC109 

本基準は、温室効果ガス排出の絶対総量の開示を要求している（第 47 項参照）。当該情

報は、特定の気候関連のリスク及び機会（特に、低炭素経済への移行に関連したもの） に

対する企業のエクスポージャーを主要な利用者が評価するにあたり役立つと考えられ

る。 

 

気候基準第 BC109 項の規定の参照を待つまでもなく、絶対総量による温室効果ガス排出量

の開示は、気候基準及び IFRS S2 号において根幹をなす非常に重要な要求事項であること

は明らかである。 

 

結論１で明らかにしたように、「温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マ

ーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排出を測定し開示する」ことは、絶対総量で

はない温室効果ガス排出量を開示することになる。 
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従って、本公開草案の第７項の規定は、「気候基準」第 47 項に定められている「絶対総量の

開示」という根幹をなす重要な要求事項を満たしていないこととなる。絶対総量ではない排

出量の開示を認めることは、気候基準及び IFRS 2 号の根幹の原則である「絶対総量の開示」

を軽視し、無視したことになる。 

 

 

（２）気候基準に対する信頼の低下 

 

「温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコー プ

2 温室効果ガス排出を測定し開示する」ことは、絶対総量ではない温室効果ガス排出量を開

示することになる。絶対総量ではない温室効果ガス排出量の開示を認めることにより、気候

基準に対する信頼を失うことになる。 

 

 

（３）サスティナビリティ基準委員会の行っていけない逸脱した解釈 

 
サスティナビリティ基準委員会は、基本的に IFRS S2 号及び気候基準について、その解釈

を行わないことを原則としていると理解している。それは、気候基準は IFRS S2 号をベー

スにしており、気候基準を解釈することは IFRS S2 号を解釈することになることから、サ

スティナビリティ基準委員会が単独で解釈することは避けるべきであるという考えに基づ

くものと考えられる。従い、気候基準の解釈は、開示企業（その保証業務実施者を含む）に

専ら委ねられている。 

 

もし、サスティナビリティ基準委員会が、本公開草案の第７項の規定を定めた場合は、FRS 

S2 号及び気候基準に従い、気候基準第 49 項または IFRS S2 号第 29 項（a）(ii)のただし書

きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における SHK 制度の定める方法により

測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行う場合に、気候基準第 47 項又は IFRS 

S2 号第 29 項（a）(i)に従って、スコー プ 2 温室効果ガス排出について絶対総量ではない

排出量を開示して良いという解釈を行ったことになる。このように重要な事項の解釈につ

いて、サスティナビリティ基準委員会は、踏み込むべきではない。 

 

法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を測定するうえで異な

る方法を要求しており、その異なる測定方法を用いる場合は、本基準の重要な要求事項（例

えば、絶対総量の開示）を完全に無視することができ、異なる方法がどんなものでも、その
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方法を用いて測定した結果（例えば、絶対総量ではない温室効果ガス排出量）を開示でき、

気候基準上（IFRS S2 号上も）まったく問題ないと単純に考え、解釈することは非常に問題

がある。 

 

 

５. 結論３ 代替案について、 

本公開草案第７項に以下のように規定されている。 

7「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法にお

ける SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて測定を行

う場合、当該企業の全部又は一部に係る温室効果ガス排出について、「気候基準」第 47

項、第 53 項及び第 54 項に従い、次のように開示しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコ

ー プ 2 温室効果ガス排出を測定し開示する。 

 

本公開草案第７項（２）の規定は、制定してはならない、というのが結論１及び結論２での

結論である。この結論３では、代替案について検討する。 

 

（１）総量（グロス）と純量（ネット）の区別の重要性 

 

気候基準第 BC109 項に絶対総量を開示することの意義が記載されている。 

 

気候基準第 BC109 項 

BC109 

本基準は、温室効果ガス排出の絶対総量の開示を要求している（第 47 項参照）。当該情

報は、特定の気候関連のリスク及び機会（特に、低炭素経済への移行に関連したもの） に

対する企業のエクスポージャーを主要な利用者が評価するにあたり役立つと考えられ

る。 

 

また、温室効果ガス排出目標についてであるが、気候基準第 97 項及び 98 項に以下の規定

がある。ここでは、総量（グロス）と純量（ネット）を明確に区別している。 

気候基準においても又 IFRS S2 号においても、総量（グロス）と純量（ネット）を明確に区

別することは大原則であると考えられる。 
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気候基準第 97 項及び 98 項 

97. 第 92 項から第 95 項に従って温室効果ガス排出目標を開示する場合、第 92 項から第

95 項に基づく開示に加え、温室効果ガス排出目標のそれぞれについて、次の事項を開示

しな ければならない。 (1) 7 種類の温室効果ガスのうち、温室効果ガス排出目標の対象

となっているもの (2) スコープ 1 温室効果ガス排出、スコープ 2 温室効果ガス排出及び

スコープ 3 温室効 果ガス排出のうち、温室効果ガス排出目標の対象となっているもの 

(3) 温室効果ガス排出目標は、総量（グロス）目標又は純量（ネット）目標のいずれに よ

るものか（第 98 項参照） (4) 温室効果ガス排出目標がセクター別脱炭素アプローチを

用いて算定されたかどう か (5) 温室効果ガス排出の純量目標がある場合、当該目標を

達成するために使用する計画 があるカーボン・クレジットに関する説明（第 99 項参照） 

98. 温室効果ガス排出の純量目標を開示する場合、関連する総量目標を別個に開示しなけ

ればならない。 

 

マーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排出の測定及び開示に基礎排出量を認める

ことは、総量（グロス）と純量（ネット）を混在させることとなり、気候基準においても又

IFRS S2 号においても、絶対に許されてはならない。従って、基礎排出量の開示を認めるこ

とを前提とした代替案は存在しない。 マーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排

出の測定及び開示は、絶対総量の測定及び開示でなければならない。 

 

マーケット基準によるスコー プ 2 温室効果ガス排出の測定及び開示として、温対法の SHK

制度に基づいた基礎排出量が認められないと、事業者の排出量算定の負担の軽減はできな

いことになる。しかし、上記のように気候基準第及び IFRS S2 号の根幹に関わる事項であ

り、小手先の調整では解決できない問題である。 従い、温対法の SHK 制度に基づく事業

者の排出量測定の方法を、気候基準（及び IFRS S2 号）に合致・整合した測定方法に変更し

てもらうことが、事業者の排出量算定の負担を軽減する唯一の方法である。 

 

 

 

II. 質問３に関する意見（１） 

 
2026 年 1 月 22 日 付け「サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号 「温対法に

おける SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』

の定めに従う場合の測定及び開示（案）」の公表」に定める、質問３は以下のとおりである。 

 

質問 3  

その他、本公開草案に関して、ご意見がありましたら、ご記載ください。なお、本公開草
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案 の定めに関するご意見の場合、どの項番号に関するご意見なのかを明確にご記載くだ

さい。 

 

意見（１）： 

質問３に関する意見（１）は、以下のとおりである。 

本公開草案第 BC９項の内容は、不適切である。従って、削除されるべきである。 

 

本公開草案第 BC９項の内容は以下のとおりである。 

 

本公開草案第 BC９項 

BC9 

なお、基礎排出量は、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、直接排出及 

び間接排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証書やグ 

リーン電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを反映す

るなど、「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガ

ス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている。 

 

 

A. 不適切な内容１： 本公開草案第 BC９項の『「GHG プロトコル（2004）」

のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定方法』の表現

について 
 

本公開草案第 BC９項と同様の規定が第 BC13 項にもある。 

 

本公開草案第 BC13 項 

BC13.  

また、基礎排出量のうち間接排出については、非化石証書等を反映するなど、「GHG プ 

ロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定方法 

に近似する形で整合が図られている。これに対して、調整後排出量については、2025 年 

度中には、森林吸収量等の炭素蓄積変化量を調整後排出量の算定に任意で用いることが 

できるとする温対法における SHK 制度の改正が予定されており、「GHG プロトコル

（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定では考慮され

ないオフセット項目が拡大することが想定されている。 
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基本的理解 

「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準とあるが、「GHG プロトコル（2004 年）」

（「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」）では、マーケット基準は

定められていない。マーケット基準が定められているのは、GHG プロトコル・スコープ２

ガイダンスである。 

従って「「GHG プロトコル（2004 年）」の「マーケット基準」という表現は明らかなまち

がいである。 

 

また、気候基準及び ISSB S2 号においても、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスへの

準拠は求められていない。従って、スコープ２ガイダンスに定められているマーケット基準

の定義及び測定方法は、気候基準及び ISSB S2 号には一切適用されない。 

 

マーケット基準について、IFRS S2 号では定義は記載されておらず、マーケット基準の内容

及び測定方法は明確にはされていない。一方、気候基準第 6 項(11)に「「マーケット基準」

とは、電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれることがある。）及び分離された

契約証書の内容を反映してスコープ 2 温室効果ガス排出を測定する方法をいう。」と規定

されている。 マーケット基準の定義及び測定方法を知ることができるのは、この規定から

のみである。 

 

気候基準 第 BC121 項 

結論の背景 BC121 項. 本基準は、「GHG プロトコル（2004 年）」に従って温室効果ガ

ス排出を測定しなければ ならないとしている（第 49 項本文参照）。これは、「GHG プ

ロトコル（2004 年）」が、最も一般的に用いられているガイダンスであるとされており

（IFRS S2 号 BC88 項）、また、用いることができる測定方法の範囲を狭めることによ

り、開示の比較可能性を高めることになると考えられたためである。なお、「GHG プロ

トコル（2004 年）」は、単一の文書であり、他のガイダンスは含まれないとされている

（IFRS S2 号 BC86 項）。 

 

IFRS S2 号 第 BC86 項 

BC86  ISSB は、企業が、「 GHG プロトコルのコーポレート基準」に従って企業の「ス

コープ 1」、「スコープ 2」及び「スコープ 3」の温室効果ガス排出を測定することを要求

されることを決定した。 公開草案に対するコメント提出者のほとんどは、「GHG プロト

コルのコーポレート基準」の使用の提案に同意した。しかし、一部のコメント提出者は、

温室効果ガス排出を測定するための他 の方法が一部の法域ではより一般的に用いられ
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ているとコメントした（BC88 項参照）。ISSB は、 測定の共通の基礎を提供するために

IFRS S2 号において「GHG プロトコルのコーポレート基準」 を参照することを決定し

た。さまざまな測定アプローチが「GHG プロトコルのコーポレート基 準」において利

用可能であるが、ISSB は、この単一の参照文書を用いて、認められる測定アプ ローチの

範囲を狭めることによって、企業の開示の比較可能性を改善することになると結論付け

た。この決定は、「GHG プロトコルのコーポレート基準」は世界中及びほとんどの法域

の企業 が用いている支配的な方法であるというISSBの理解からも情報がもたらされた。 

 

気候基準第 6 項(11)  

6. 本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義している。 

(11) 「マーケット基準」とは、電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれるこ 

とがある。）及び分離された契約証書の内容を反映してスコープ 2 温室効果ガス排出を

測定する方法をいう。 

 

不適切な内容となった理由として考えられるもの 

 

GHG プロトコルの「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」と「GHG

プロトコル・スコープ２ガイダンス」が明確に区別されておらず、混同しているように思わ

れる。IFRS S2 号では、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」と

都度記載されている。その結果、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 

年）」と GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスが混同される可能性は低い。一方、気候

基準では、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」を「GHG プロ

トコル（2004 年））」と呼ぶことしていることから、いつの間にか、「GHG プロトコル（2004

年））」に GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスが含まれるものとして、混同が生じた可

能性がある。 

GHG プロトコルの「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」と「GHG

プロトコル・スコープ２ガイダンス」の一次資料（原文）にあたって、是非確認をお願いし

たい。 

 

従い、本公開草案 BC9 の「「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコー

プ 2 温室効果ガス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている。」というのは、もし

書くとすれば、「なお、基礎排出量は、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、

直接排出及び間接排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証

書やグ リーン電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを

反映するなど、「GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス」のマーケット基準によるスコ

ープ 2 温室効果ガス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている。」となる。 
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B. 不適切な内容２：本公開草案第 BC９項の『基礎排出量は、（略）「GHG プ

ロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排

出の測定方法に近似する』との表現について。 
 

公開草案第 BC９項に以下のように規定されている。 

本公開草案第 BC９項 

BC9 

なお、基礎排出量は、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、直接排出及 

び間接排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証書やグ 

リーン電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを反映す

るなど、「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガ

ス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている。 

 

本公開草案第 BC９項の内容は、間違っており、非常に誤解を招く内容となっている。 

 

検討にあたっては、上記１より「GHG プロトコル（2004 年）」は、「GHG プロトコル・ス

コープ２ガイダンス」と読み替えて、検討を行う。 

 

 

（１）他人から供給された電気の使用に伴う温室効果ガス排出量の算定に関す

る SHK 制度の歴史的変遷 
 

本公開草案第 BC９項の内容が、間違った認識に基づくものであることを明らかにするため、

最初に、「他人から供給された電気の使用に伴う温室効果ガス排出量の算定に関する SHK

制度の歴史的変遷」について、その概要を確認する。 

 

 

１）旧基礎排出量 

温対法における SHK 制度の 2024 年度改正前の SHK 制度における、他人から供給された電

気の使用に伴う温室効果ガス排出量の算定制度においての基礎排出量（「旧基礎排出量」と

いう）は、一定時期までは「他人から供給された使用電力に関する実二酸化炭素排出量」と
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呼ばれていた。この実二酸化炭素排出量（旧基礎排出量）は、電力会社のカーボン・クレジ

ット等の証書等を全く使用していない排出係数（実排出係数/旧基礎排出係数）を用いて、

電力を購入した企業が排出量の算定を行っていた。この結果算定される排出量は、証書等は

全く反映していなかったが、電力会社ごとの異なる排出係数を用いて算定されたことから、

GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスのマーケット基準によるスコープ２温室効果ガス

排出量の要件を満たすものであった。また、カーボン・クレジットを用いていないことから

絶対総量の排出量となっていた。 

 

２）調整後排出量 

一方、調整後排出量では、京都メカニズムクレジットのカーボン・クレジットを反映して排

出量を算定する方法が定められ、その後カーボン・クレジットの範囲が拡大された。 

最初、電力需要家である企業は、自らかカーボン・クレジットを購入し利用することはでき

ず、電力会社が、京都メカニズムクレジット等のカーボン・クレジットを購入し、カーボン・

クレジットのオフセットを考慮した調整後排出係数を企業に提供し、企業はその電力会社

の調整後排出係数を用いて電力に関する調整後排出量を算定していた。電力会社が調整後

排出係数を算定するために使うカーボン・クレジットは再生エネルギー等電力に関するカ

ーボン・クレジットには限定されていいなかった。従って、海外のカーボン・クレジットを

利用することも認められていた。 

 

他人から供給された電気の使用に伴う調整後排出量の制度の目的は、電力会社が購入した

京都メカニズム・クレジット等のカーボン・クレジットを利用して電力の調整後排出係数を

小さくし、その電力を購入した企業が基礎排出量よりも少ない調整後排出量を公表するこ

とで、企業の温室効果ガス排出量をより小さく見せることが出来るようにするためであっ

た。 

 

従って、調整後排出量は、カーボン・クレジットを使って旧基礎排出量より少ない排出量を

公表できるようにした制度であり、カーボン・クレジットを用いることで絶対総量ではない

純量（ネット）の温室効果ガス排出量であった。 

上記のように、企業の調整後排出量の算定に使われる電力会社の調整後排出係数の算定に

カーボン・クレジットが用いられていることから、企業の調整後排出量は、GHG プロトコ

ル・スコープ２ガイダンスのマーケット基準によるスコープ２温室効果ガス排出量の要件

を満たしておらず、また、カーボン・クレジットを用いていることから絶対総量の排出量と

もなっていないことは明らかだった。 

 

電気事業者の調整後排出係数の算定方法を規定した平成 23 年（2011 年）の「電気事業者ご
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との実排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について」の関連部分は以下の通りで

ある。 

 

電気事業者ごとの実排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について 平成 23・01・19

産局第１号、平成 23・01・19 資庁第３号、環地温発第 110128001 号平成２３年１月２８

日 

 

１．総論 （５） 

（５）調整後排出係数の算出方法  

調整後排出係数は、実二酸化炭素排出量（t-CO2 ）から、償却前移転（償却を目 的とし

て国の管理口座に無償で移転することをいう。以下同じ。）した京都メカニズムクレジッ

ト（温対法第２条第６項に規定する算定割当量をいう。以下同 じ。）及び、排出量調整無

効化（他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に係る取組を自らの温室効果ガスの排出の

抑制等に係る取組と評価することを目的とし て、国内認証排出削減量（国内における他

の者の温室効果ガスの排出の抑制等に 寄与する各種の取組により削減等がされた二酸

化炭素の量として、環境大臣及び 経済産業大臣が定めるものをいう。）を移転ができない

状態にすることをいう。 また、償却前移転と排出量調整無効化を併せて「償却前移転等」

という。以下同 じ。）した国内認証排出削減量のうち、別紙７に掲げるもの（以下「京都

メカニ ズムクレジット等」という。）を控除した量（以下「調整後二酸化炭素排出量」 と

いう。）を、当該電気事業者の販売電力量で除して算出する。 

 

３．調整後二酸化炭素排出量の調整方法 

３．調整後二酸化炭素排出量の調整方法 

調整後二酸化炭素排出量は、電気事業者が償却前移転等した京都メカニズムクレジット

等（別紙７参照）を以下の方法により把握し、これらを実二酸化炭素排出量から控除して

得た量とする。 

 

（１）自ら償却前移転等した京都メカニズムクレジット等 

償却前移転等した京都メカニズムクレジット等の種類ごとに、当該年度の調整後排出係

数の算出に用いる量を把握し、実二酸化炭素排出量から当該量を控除するとともに、根拠

資料（表７、表９）に必要事項を記載し提出する。 

 

（２）他者から調達した電気に係る償却前移転等された京都メカニズムクレジット等他

者から調達した電気に関し、当該他者が京都メカニズムクレジット等を償却前移転等し

ている場合には、当該他者から供給を受けた電気に係る実二酸化炭素排出量から、当該量

を控除するとともに根拠資料（表８、表１０）に必要事項を記載し提出する。 
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ただし、根拠資料（表８、表１０）に記載された京都メカニズムクレジット等 

については、当該根拠資料の提出者以外の者が重複して調整後二酸化炭素排出量 

の算定に用いることはできない。 

 

（３）京都メカニズムクレジット等の償却前移転等期間について 

調整後二酸化炭素排出量の調整に用いられる京都メカニズムクレジット等は、係数算出

対象年度中に償却前移転等されたものを対象とする。 

また、係数算出対象年度の翌年度の４月１日から６月３０日までの間に償却前移転等が

なされた京都メカニズムクレジット等については、係数算出対象年度内に償却前移転等

されたものとみなし、調整後二酸化炭素排出係数の算出に用いる ことができるものとす

る。  

ただし、係数算出対象年度の翌年度の４月１日から６月３０日までの間に償却 前移転等

がなされ、係数算出対象年度内に償却前移転等されたものとみなされた 京都メカニズム

クレジット等については、係数算出対象年度の翌年度以降の調整 後二酸化炭素排出係数

の算出に用いることはできない。 

 

同別紙７ 

別紙７ 

電気事業者の調整後二酸化炭素排出量の算定に用いることができる京都メカニズムクレ

ジット等について 

 

電気事業者の調整後二酸化炭素排出量の算定に用いることができる京都メカニズムクレ 

ジット等は、以下のとおりとする。 

 

○京都メカニズムクレジット 

 

①ＡＡＵ（温対法第２条第６項第１号に規定される割当量） 

京都議定書第３条第７項及び第８項の規定に基づいて計算された京都議定書附属書Ⅰ国

（以下、「附属書Ⅰ国」という）の初期割当量について、附属書Ⅰ国の国別登録簿に発行

したクレジット） 

 

②ＥＲＵ（温対法第２条第６項第３号に規定される排出削減単位） 

京都議定書第６条に基づき行われる JI プロジェクトに関し、京都議定書及び関連する国

際合意により定められた所定の手続きを経て、JI プロジェクトが行われた国の AAU 又は

RMU が転換されて、同国の国別登録簿に発行されるクレジット 
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③ＣＥＲ（温対法第２条第６項第４号に規定される排出削減量） 

京都議定書第１２条３（ｂ）に基づき行われる CDM プロジェクトに関し、京都議定書及

び関連する国際合意により定められた所定の手続を経て、CDM 理事会の指示により

CDM 登録簿の保留口座（pending account）に発行されるクレジット 

 

④ＲＭＵ（温対法第２条第６項第２号に規定される割当量） 

京都議定書第３条第３項及び第４項に規定する吸収源活動に関し、京都議定書及び関連

する国際合意により定められた所定の手続きを経て、国別登録簿に発行されるクレジッ

ト 

 

○国内認証排出削減量 

① 平成２０年１０月２１日の地球温暖化対策推進本部決定に基づき実施された国内ク

レジット制度において認証をされた温室効果ガスの量 

 

② オフセット・クレジット制度（国内における他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に

寄与する取組により削減等がされた温室効果ガスの量（温室効果ガスが二酸化炭素以外

の場合にあっては、地球の温暖化をもたらす程度から二酸化炭素の量に換算されたもの

とする。以下同じ。）の算定等に関し十分な知見を有する者により構成される会議体であ

って環境省が運営するものが、温室効果ガスの量について、実際に行われたことが認めら

れる当該取組により削減等がされ、適切な方法により算定され、当該取組がなければ削減

等がされなかったものとして認証をし、その取得、保有及び移転を適切に管理する制度を

いう。）において認証をされた温室効果ガスの量 

 

その他、報告命令第１条第５号における、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排

出削減量のうち、温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法等に係る検討会において、

別途検討し、定めるもの。 

 

 

ただし、発電した電力を系統に送電する取組により削減された温室効果ガスの量を認証

する可能性のある方法論（排出削減又は吸収の方式ごとに、適用する技術、適用範囲、排

出削減又は吸収量の算定や当該算定根拠に係る計測方法等を規定したもの）に基づいて

算定、認証をされた温室効果ガスの量を除く。 
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３）非化石証書の導入 

FIT 制度の導入等により非化石証書が新しく利用できるようになった。このことにより、温

対法における SHK 制度での他人から供給された使用電力に関する排出量をどのように算定

して企業の排出量に反映するかが検討された。その結果、非化石証書は、カーボン・クレジ

ットと同じ取り扱いを行うとされ、電力会社の調整後排出係数を算定するときに、非化石証

書の電力量に全国平均係数を乗じて算定される量を削減排出量として取り扱うこととなっ

た。 

非化石証書が導入され、電力会社の調整後排出係数の算定に使うことができることになっ

たことから、電力会社は、集中的に非化石証書や J-クレジットなどを用いた排出係数ゼロ又

は排出係数の低い電力（メニュー別電力）の販売をおこなうことが出来るようになった。。 

 

このように、非化石証書導入後も、企業の調整後排出量は、GHG プロトコル・スコープ２

ガイダンスのマーケット基準によるスコープ２温室効果ガス排出量の要件を満たしておら

ず、また、カーボン・クレジットを用いていることから絶対総量の排出量ともなっていなか

った。 

 

非化石証書が最初に導入された時点でも、企業は、カーボン・クレジットと同様に非化石証

書を購入して自身の排出量を調整することは許されていなかった。 

 

このような状況において、SHK 制度では、非化石証書をカーボン・クレジットして取り扱

っているにも関わらず、一般的（多くのイニシアティヴ）において非化石証書のような証書

は、契約証書として取り扱われているため、SHK 制度でも契約証書として取り扱われてい

るという間違った認識も生じていた。 

 

 

４）企業によるカーボン・クレジット等証書の購入 

その後、企業より自ら証書等を購入して排出量を低減したいとの要望が行われ、企業自らが

非化石証書のような証書を購入して、調整後排出量を算定することが出来るようになった。

しかしながら、調整後排出量の算定であるので、使われるカーボン・クレジットの証書の取

り扱いは、電力会社と同様で、電力に限定されることはなく、また非化石証書も非化石証書

の電力量に全国平均係数を乗じて算定される量を削減排出量として算定する方式が承継さ

れた。 

 

企業が、自らカーボン・クレジット等証書の購入したり、また電力会社がカーボン・クレジ
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ット等証書を反映して排出係数をゼロ又は小さくした電力（メニュー別電力）を購入できる

こととなったかとから、企業は、その環境報告書等で、マーケット基準のスコープ２温室効

果ガス排出量として、調整後排出量を主に報告していた。 

 

しかし、企業の調整後排出量は、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスのマーケット基

準によるスコープ２温室効果ガス排出量の要件を満たしておらず、また、カーボン・クレジ

ットを用いていることから絶対総量の排出量ともなっていなかったことは、変わらなかっ

た。 

 

このため、経産省は「国際的な気候変動イニシアティブへの対応に関するガイダンス  

～ 日本において再エネを活用する企業のためのスコープ 2 ガイダンスへの対応 ～」を公

表し、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスのマーケット基準によるスコープ２温室効

果ガス排出量の要件を満たした絶対総量の排出量の算定及び開示を望む企業の便宜を図っ

た。 

 

 

ここまでの歴史的経緯から、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正前の SHK 制度で

は、他人から供給された電気の使用に伴う温室効果ガス排出量（間接排出）について、旧基

礎排出量と調整後排出量が算定されており、旧基礎排出量は、総量（グロス）を示すもので、

調整後排出量は、カーボン・クレジットを用いた排出量である純量（ネット）を示すものと

して明確に区別がなされ制度設計されていた。また、このことは、非化石証書が導入される

までは、企業においても明確に認識されていた。しかし、非化石証書が導入されたときに、

カーボン・クレジットとして扱うこととなり、その後、契約証書とカーボン・クレジットの

違いにての理解の混乱が生じるようになったと思われる。つまり、他の温室効果ガス算定の

イニシアティヴと同じように非化石証書を使っているのであるから総量（グロス）であると

の誤解に基づき、調整後排出量は、カーボン・クレジットを用いた排出量である純量（ネッ

ト）を示すものであるとの認識が希薄・曖昧になっていったように思われる。 

 

 

５）温対法における SHK 制度の 2024 年度改正 

上記の経緯を経て、企業の調整後排出量は、企業がカーボン・クレジットや非化石証書を購

入することで、排出量を低減することが出来るようになった。一方、旧基礎排出量は、従来

のままで、カーボン・クレジットや非化石証書は全く考慮されない排出量となっていた。し

かし、国の制度の中で企業の排出量を評価するときに、基礎排出量が中心に置かれており、

その基礎排出量が、企業が努力して購入したカーボン・クレジットや非化石証書が全く反映
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されないのは、不公正であるとの議論が出てきた。つまり、例えば、非化石証書を全く購入

していない企業も、その旧基礎排出量を算定するときに、非化石証書が発行された電力の排

出ゼロ t-CO2/Kwh が考慮された電力会社の旧基礎排出係数を用いて旧基礎排出量を算定

でき、フリーライドになっているとの指摘であった。 

 

上記の指摘を受け、温対法における SHK 制度の 2024 年改正がおこなわれた。 

この改正では、他人から供給された電気の使用電力に関する基礎排出量の算定方法に、従来

の他人から供給された電気の使用電力に関する調整後排出量の算定方法が基本的には移動

して適用されることとなった。しかし、改正後の他人から供給された電気の使用電力に関す

る基礎排出量の算定方法では、改正前の調整後排出量の算定に用いることが出来た電力以

外のカーボン・クレジットや海外のカーボン・クレジットは使用することが出来なくなった。

また、他のいくつかの制限も加えられるようになった。また、電力会社が基礎排出係数を算

定する際にも、電力関係以外のカーボン・クレジットは使用できない等、企業と同様の制限

が加えられることとなった。 

 

一方、調整後排出量については、SHK 制度の 2024 年度改正前は、直接排出と間接排出を分

けて算定していたが、この区分が廃止され、調整後排出量は、直接排出と間接排出を区別せ

ず、双方を合わせた排出量を一つ報告されることになった。 

 

上記で説明したように、SHK 制度の 2024 年度改正後の、他人から供給された電気の使用電

力に関する基礎排出量の算定方法は、多少の変更はあったものの、従来の他人から供給され

た電気の使用電力に関する調整後排出量の算定方法とほぼ同じであり、同じ考え方を継承

している。従って、SHK 制度の 2024 年度改正後の他人から供給された電気の使用電力に関

する基礎排出量は、京都メカニズムクレジットのカーボン・クレジットを用いて純量（ネッ

ト）の排出量を算定するという調整後排出量の延⾧線上にあるものであり、絶対総量ではな

い。 

 

従って、SHK 制度の 2024 年度改正後の他人から供給された電力に係る基礎排出量は、絶対

総量とはなっていない。 

 

なお、SHK 制度の 2024 年度改正後の基礎排出量の算定方法では、他人から供給された電気

の使用電力に関する基礎排出量は、純量（ネット）で算定し、それ以外の基礎排出量は総量

（グロス）で算定されることとなり、純量（ネット）と総量（グロス）が混在し、一貫性の

ない算定方法となっている。この点についても認識しておくべきである。 

 

 



47 

 

（２）スコープ２ガイダンスにおける、カーボン・クレジットに関する考え方 

 

スコープ２ガイダンスでは、スコープ２排出量の算定に、カーボン・クレジットを用いるこ

とはできないとしている。 

 

GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス 8.2.4  オフセット・クレジットとの関係 

8.2.4 オフセット・クレジットとの関係  

再生可能エネルギー施設から生じるオフセットは、自主的スタンダードだけでなくクリ

ーン開発メカニズム (CDM)のようなオフセット・スキームにおいて、依然として好まれ

ているプロジェクト形式である。 この制度は、―オフセット収益がなければ―、実現可 

能ではなかったプロジェクトの立ち上げを可能にするために、収入の流れを提供するよ

う に制度設計されている。 オフセットは、オフセットにより資金供給されたプロジェク 

トがなかった場合に生じたであろう排出量のベースライン・シナリオと比較し、プロジェ 

クトにより削減又は回避される世界の GHG 排出量の量を表している。 

 

属性及び訴求権の識別  

オフセット、並びにその地球規模の回避排出量の訴求権は、エネ ルギー生産に伴うエネ

ルギーの属性とは異なる証書及び訴求権を表している。(注２) オ フセットは、プロジェ

クト・レベルの算定を用いて、回避される CO2 のトン数の伝達をおこなうが、契約証書

が行うような、生産地点で発生した直接的なエネルギー生産による排出量についての情

報は伝達しない。（ボックス 4. 3 を参照）  オフセット・クレジットは、スコープ２に適

用される電力属性の利用について如何なる訴求権も与えることはない。 

 

GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス（用語） 

スコープ２算定のマーケット基準手法 

スコープ２GHG 排出量を、報告者が、証書と一体となった電力、又は分離された証書を

契約により購入した先の発電事業者が排出した GHG 排出量に基づき算定する手法。 

 

従って、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスでの、マーケット基準排出量の算定では、

カーボン・クレジットを一切用いておらず、従ってその排出量は絶対総量となっている。 

 

（３）間違った認識の内容 

 

本公開草案第 BC９項 
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BC9 

なお、基礎排出量は、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、直接排出及 

び間接排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証書やグ 

リーン電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを反映す

るなど、「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガ

ス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている。 

 

１）本公開草案第 BC９項の間違った認識（１） 

本公開草案第 BC９項（関連部分） 

基礎排出量は、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、直接排出及び間接

排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証書やグ リーン

電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを反映するな

ど、（略） 

 

この表現は、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正において、新しく「直接排出及び

間接排出を区分した報告になったことに加えて、間接排出について、非化石証書やグリーン

電力・熱証書、さらには再生可能エネルギー電力・熱由来の J-クレジットを反映するなど、」

なったような表現になっているが、上記の「（１）他人から供給された電気の使用に伴う温

室効果ガス排出量の算定に関する SHK 制度の歴史的変遷」で記載したように、これは、改

正前の調整後排出量において既になされていたもので、多少の変更はあったが、基本的には、

改正前の調整後排出量が改正後の基礎排出量に移動してきたもので、全く新しいものでは

ない。とりたてて強調することは誤解を招くこととなり、不適切である。 

 

２）本公開草案第 BC９項の間違った認識（２） 

本公開草案第 BC９項（関連部分） 

基礎排出量は、（略）「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるスコープ 2

温室効果ガス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている。 

 

まず、「GHG プロトコル（2004 年）」は、「GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス」と

読み替える。 

 

「（１）他人から供給された電気の使用に伴う温室効果ガス排出量の算定に関する SHK 制

度の歴史的変遷」で詳細に見たように、SHK 制度の 2024 年度改正後の他人から供給された

電力に係る基礎排出量は、絶対総量とはなっていない。 
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一方、「（２）スコープ２ガイダンスにおける、カーボン・クレジットに関する考え方」説明

したように、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスのマーケット基準によるスコープ２

温室効果ガス排出量は、絶対総量なくてはならない。 

 

従って、SHK 制度の 2024 年度改正後の他人から供給された電力に係る基礎排出量は、カー

ボン・クレジットをその算定に用いており、GHG プロトコル・スコープ２ガイダンスのマ

ーケット基準の排出量の算定においてカーボン・クレジットを用いてはならないという点

において、大きく異なっている。このことは、両算定方法の根幹に関わる事項であり、その

隔たりは大きく、「近似する形で整合が図られている」という表現は、間違った認識に基づ

くものであり、誤解を招く表現である。従い、本公開草案第 BC９項の「「GHG プロトコル

（2004 年）」（正確には「GHG プロトコル・スコープ２ガイダンス」）のマーケット基準に

よるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定方法に近似する形で整合が図られている」という

表現は全く不適切であり、この内容は削除すべきである。 

 

 

III. 質問３に関する意見（２） 

2026 年 1 月 22 日 付け「サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号 「温対法に

おける SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』

の定めに従う場合の測定及び開示（案）」の公表」に定める、質問３は以下のとおりである。 

 

質問 3  

その他、本公開草案に関して、ご意見がありましたら、ご記載ください。なお、本公開草

案 の定めに関するご意見の場合、どの項番号に関するご意見なのかを明確にご記載くだ

さい。 

 

意見（２）： 

質問３に関する意見（２）は以下のとおりである。 

 

今回の規定を実務対応基準として制定することは、サスティナビリティ基準委員会のガバ

ナンスとの関係で適切ではない。 

 

理由： 
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『「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用い

て『気候基準』の定めに 従う場合の測定及び開示（案）」の公表』に以下の記述がある。 

 

「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて

『気候基準』の定めに 従う場合の測定及び開示（案）」の公表 

公開草案の公表 

 

（略） 

そのため、当委員会は、見解が分かれている点について明確化を図ることとし、その方法

として、我が国の温対法における SHK 制度に関連する内容であることから、「サステナ

ビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」第 11 条に定めるサステナビリテ

ィ開示実務対応基準として公表することが適切であると考えました。  

 

当委員会での審議を踏まえ、2026 年 1 月 21 日開催の第 62 回サステナビリティ基準委員

会において、次のサステナビリティ開示実務対応基準の公開草案の公表を承認しました

ので、本日公表いたします。  

 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号  

「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用い

て『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」（以下「本公開草案」という。） 

 

「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」の 11 条に以下の規定が

ある。 

 

「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」11 条 

（公表される基準等の区分等）  

第 11 条 委員会が適正手続を経て公表するサステナビリティ開示基準等は、以下に区分

して公表する。  

① サステナビリティ開示ユニバーサル基準 サステナビリティ開示基準の全体像の説明

及び基本となるルール  

② サステナビリティ開示テーマ別基準 サステナビリティ情報に関する全般的な開示及

びテーマ別の開示を定める基準  

③ サステナビリティ開示産業別基準 サステナビリティ情報に関する産業別の開示を定

める基準 

④ サステナビリティ開示実務対応基準 ①から③のいずれにも該当しない分野につい
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て、一定の開示を定める基準 

 

 

「④サステナビリティ開示実務対応基準」は、「 ①から③のいずれにも該当しない分野につ

いて、一定の開示を定める基準」と規定されている。①から③は、① サステナビリティ開

示ユニバーサル基準（サステナビリティ開示基準の全体像の説明及び基本となるルール ）、

② サステナビリティ開示テーマ別基準（サステナビリティ情報に関する全般的な開示及び

テーマ別の開示を定める基準）、③ サステナビリティ開示産業別基準 （サステナビリティ

情報に関する産業別の開示を定める基準）となる。 

 

今回の規定は、サステナビリティ開示テーマ別基準第２号気候関連開示基準に関する規定

であるので、②の「 サステナビリティ開示テーマ別基準（サステナビリティ情報に関する

全般的な開示及びテーマ別の開示を定める基準）」の分野に該当するものとなる。従い、今

回の規定の内容は、①から③のいずれに該当しない分野について、一定の開示を定める基準

ではないので、サステナビリティ開示実務対応基準としては制定できないと解釈される。 

 

『「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用い

て『気候基準』の定めに 従う場合の測定及び開示（案）」の公表』では、「我が国の温対法

における SHK 制度に関連する内容であることから、「サステナビリティ開示基準の開発に

係る適正手続に関する規則」第 11 条に定めるサステナビリティ開示実務対応基準として公

表する」と記載されており、サステナビリティ開示実務対応基準で公表する理由を「「我が

国の温対法における SHK 制度に関連する内容であることから」としている。 

 

一方、本公開草案第２項では、「本実務対応基準は、温対法における SHK 制度の対象となっ

ている企業が、「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、

温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて、

「気候基準」の定めに従った測定 及び開示を行う場合に適用する。」と規定されている。 

 

従い、本公開草案（本実務対応基準）は、「企業が、「気候基準」第 49 項ただし書きに従っ

て、企業の全部又は一部について、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報

告する温室効果ガス排出を用いて、「気候基準」の定めに従った測定及び開示を行う」とき

に適用されるものであることが明らかである。このことより、本公開草案（本実務対応基準）

は「気候基準第 49 項但し書きに従って、（略）「気候基準」の定めに従った測定及び開示を

行う」ことに関するものであるので、「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に

関する規則」11 条②の「 サステナビリティ開示テーマ別基準（サステナビリティ情報に関

する全般的な開示及びテーマ別の開示を定める基準）」（具体的には「気候基準」）の分野に
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該当するものである。 

 

従って、「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」11 条④の「①か

ら③のいずれにも該当しない分野について、一定の開示を定める基準」ではないので、「サ

ステナビリティ開示実務対応基準」で定めるのは不適切である。 

 

「我が国の温対法における SHK 制度に関連する内容であることから、（略）サステナビリ

ティ開示実務対応基準として公表する」という根拠づけは、全く間違っている。 

 

本公開草案第２項及び第３項 

Ⅰ．範 囲  

2. 本実務対応基準は、温対法における SHK 制度の対象となっている企業が、「気候基準」

第 49 項ただし書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法における SHK 制度

の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて、「気候基準」の定めに従

った測定 及び開示を行う場合に適用する。これには、温対法における SHK 制度の算定

期間とサステナビリティ関連財務開示の報告期間が異なるために、温対法における SHK

制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出について、サステナビリティ

関連財務開示の報告期間に合わせるように調整する場合を含む。  

 

3. 温対法における SHK 制度の対象となっている企業が、「気候基準」第 49 項本文に定

める 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG プ

ロトコル （2004 年）』」という。）に従って温室効果ガス排出を測定するにあたり、温対

法における SHK 制度の定める方法により測定した温室効果ガス排出を基礎として調整

計算を行う場合、 本実務対応基準は適用しない。 

 

従い、今回の規定は、もし制定する場合は、気候基準を変更して、気候基準の中に付則とし

て規定するのが適切である。 

 

今回、サステナビリティ開示実務対応基準」において、本来対象にしてはならない事項を定

めることになったのは、「企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続に関する規

則」の「実務対応報告」と同じように考えることができると考えたからではないかと思われ

る。以下では、「サステナビリティ開示実務対応基準」と「実務対応報告」との比較を行う。 

 

■「サステナビリティ開示実務対応基準」と「実務対応報告」との比較 

 

「企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続に関する規則」の 11 条に、「第 11
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条 委員会が適正手続を経て公表する企業会計基準等は、以下に区分して公表する。」とあり、

その③として以下のように実務対応報告の内容が定められている。 

 

③ 実務対応報告  

企業会計基準がない分野についての当面の取扱い、緊急性のある分野についての実務上の

取扱いなど 

 

実務対応報告は、「企業会計基準がない分野」と「緊急性のある分野」についてのもとして

いるが、サステナビリティ開示実務対応基準では、「①から③のいずれにも該当しない分野」

についてのものとしており、構成及び表現が大きく異なっている。実務対応報告の「企業会

計基準がない分野」と「緊急性のある分野」の分野は、広く解釈可能とおもわれる。 特に、

「緊急性のある分野」は、広い解釈の可能な規定となっている。また、最後に「など」がつ

いているので、さらに広い解釈が可能とも考えられる。一方、実務対応基準の「①から③の

いずれにも該当しない分野」の分野は、より具体的に限定されており、この限定された範囲

でのみ実務対応基準の制定が可能である。この点を十分考慮する必要がある。もし、この限

定された範囲を超えて実務対応基準を制定した場合は、制定された実務対応基準が無効で

あるばかりでなく、サスティナビリティ基準委員会のガマナンスに関して大きく問われる

こととなる。 

 

以上 

 

な お 、 上 記 に て 記 載 て い る 事 項 に 関 し て 、 ス コ ー プ ２ 排 出 量 開 示 ガ イ ダ ン ス

（https://www.slsvcesin.com/）に詳細が記載されているので、参照されたい。 

 


